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１．趣旨 

被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会（以下「検討会」という。）

の検討項目のうち、災害時における効率的・効果的な「住まい」の確保策等に

ついて検討・整理し、検討会における議論に資するため、ワーキンググループ

を開催する。 

 

２．主な検討課題 

災害の規模等に応じた「住まい」の確保に係る各種施策の効率的・効果的な

組合せ、応急住宅の再利用方策等について検討を行う。 

 

３．構成員 

（１）ワーキンググループは別紙に掲げる有識者及び地方公共団体関係者をもっ

て構成する。 

（２）ワーキンググループの座長は、構成員の互選によって決定する。 

（３）座長は、必要に応じ、その他の関係者の出席を求めることができる。 

 

４．検討会の庶務 

ワーキンググループの庶務は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（被

災者行政担当）において処理する。 

 

５．今後のスケジュール 

平成 25 年 11 月 検討開始 

平成 26 年夏頃（目途） ワーキンググループの意見整理 

 

６．その他 

前各項に定めるもののほか、ワーキンググループの運営に関する事項その

他必要な事項は座長が定める。 
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被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会 

被災者の住まいの確保策検討ワーキンググループ 委員等名簿 

（敬称略） 

 

【委   員】 

 

安部 和則    長岡市都市整備部 住宅施設課長 
 

亀井 浩之    兵庫県企画県民部防災企画局 復興支援課長 
 

佐藤 貴美    佐藤貴美法律事務所 弁護士 

 
島田 明夫    東北大学大学院法学研究科公共政策大学院 教授 

 
田近 栄治   一橋大学大学院経済学研究科 特任教授 

 
土田あつ子  NACS消費生活研究所 主任研究員 

 
牧  紀男   京都大学防災研究所・巨大災害研究センター 准教授 

 
村上 光雄    石巻市福祉部 生活再建支援課長 

 
室崎 益輝   神戸大学 名誉教授 
 

 

【オブザーバー】 

 

一般社団法人 住宅生産団体連合会 
 
公益社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会 
 
公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 
 
一般社団法人 全国木造建設事業協会 
 
公益社団法人 全日本不動産協会 
 
公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 
 
一般社団法人 プレハブ建築協会 


